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やまざき さとる

首都圏広域地方計画協議会は、首都圏広域地方計画の取り組み状況を初めてとり
まとめました。
計画策定後、先行的に実施するプロジェクトとして国土審議会に報告された「５つの
広域連携プロジェクト※」では、

• リニア新駅開業を踏まえた駅周辺整備の基本計画などの策定 （※下記①関係）

• 東日本連携広域周遊ルートの公表 （※下記②関係）

• 圏央道茨城区間の全線開通、物流施設「佐野インランドポート」の供用開始
（※下記③関係）

• ＵＲ団地等で地域医療福祉拠点化等の取り組み （※下記④関係）

• 世界初、高速道路でCACCを用いたトラックの後続有人隊列走行実験（※下記⑤関係）

広域連携プロジェクト以外でも
• 都県と不動産関係団体との間で、大規模広域災害時における民間賃貸住宅の
被災者への提供に関する協定を締結するなど、計画が着実に進んでいます。

今後、協議会では、二地域居住・定住の促進に関する検討、近郊居住地の再生に
関する検討を進めるなど、計画推進に向け取り組んでまいります。

※５つの広域連携プロジェクト（H29.6国土審議会に報告）とは
① リニア開業を踏まえた首都圏の国際競争力高度化ＰＪ
② 東日本地方創生回廊とスーパー・メガリージョンとの連結拠点創出ＰＪ
③ 太平洋・日本海横断高競争力製造業ベルト創出ＰＪ
④ 新たな働き方・暮らし方を実現する首都圏３リングの形成ＰＪ
⑤ ＩｏＴ・ＩＣＴを活用した豊かなスマート関東の実現ＰＪ
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プロジェクト推進に向けた取り組み状況の概要

【ＩｏＴ・ＩＣＴを活用した豊かなスマート関東の実現プロジェクト】 -スマート関東-

遠隔医療の実証実験や介護ロボットの導入、自動運転を活用した様々な実証実験、観光分野では多言語に対応
した自動翻訳や歩行者移動支援の実証実験、ロボット宅配やドローンを活用した実証実験などを促進。

【新たな働き方・暮らし方を実現する首都圏３リングの形成プロジェクト】
-圏央物流リング※１・関東大環状軸※２・近郊居住再生リング※３-

工業団地の整備及び分譲や企業誘致に向けた支援(※１)、合同移住相談会やセミナーの開催、移住体験、空家活
用・住み替え支援(※２)、多摩ニュータウン再生やＵＲ団地の地域医療福祉拠点化(※３)等の取り組みを促進。

【太平洋・日本海横断高競争力製造業ベルト創出プロジェクト】 -太平洋・日本海横断軸-

物流施設「佐野インランドポート」の供用開始、圏央道の茨城県区間が全線開通、工場立地件数の活発化(平成
27･28年累計572件)、茨城港取扱貨物量(速報値)の増加(前年比5.2％増)など物流機能の強化を促進。

【東日本地方創生回廊とスーパー・メガリージョンとの連結拠点創出プロジェクト】 -東日本地方創生回廊-

東日本連携・創生フォーラムを開催し、東日本連携広域周遊ルートを公表、(仮称)東日本連携支援センターの開設
準備とともに、東日本の玄関口「大宮」の機能高度化に向けた大宮駅グランドセントラルステーション化構想を整理。

【首都圏における国土強靱化プロジェクト】

首都圏広域地方計画推進の前提に、リスクに対するレジリエンスの強化、高水準の安全・安心の確保を図るため、
橋梁耐震補強、老朽建築物等の建替の促進、首都圏氾濫堤防強化、高潮対策、洪水調節施設の整備を進めるとと
もに「首都直下地震道路啓開計画」や「東京湾航行支援に係わる事前・震後行動計画」の改訂版を策定、大規模災
害に対応した不動産団体と都県の民間賃貸住宅提供に関する協定を締結

【 リニア開業を踏まえた首都圏の国際競争力高度化プロジェクト】 -スーパー・メガリージョン-

特区制度を活用した国際的ビジネス拠点の整備(東京都心部)、羽田空港跡地の整備事業や「(仮称)羽田連絡道
路」整備(羽田・川崎地区)、新港地区で民間事業者と連携した客船ターミナル整備(横浜地区)、リニア新駅開業を踏
まえた駅周辺整備の基本計画などの策定が推進。

平成２８年３月、首都圏広域地方計画の決定を受けて、速やかに広域連携に関する推進体制を整備し、早くも多く
の取り組みが開始され進展している。広域連携プロジェクトにおいては、関連インフラの整備や安心・安全の確保に
向けた防災・減災対策を推進するとともに、特区制度や交付金等を活用することによる官民で連携した取り組みも進
んでおり、そうした中、一部では取り組みが具体化・本格化している。

【 全体考察 】

【 首都圏における広域連携プロジェクト 】



➀ リニア開業を踏まえた首都圏の国際競争力高度化プロジェクト
取り組み状況

①プロジェクトの概要



② 東日本地方創生回廊とスーパー・メガリージョンとの連結拠点創出
プロジェクト 取り組み状況

②プロジェクトの概要



③ 太平洋・日本海横断高競争力製造業ベルト創出プロジェクト
取り組み状況

③プロジェクトの概要



④ 新たな働き方・暮らし方を実現する首都圏３リングの形成プロジェクト
（関東大環状軸（二地域居住・定住圏リング）・圏央物流リング（ゴールデンリング）・近郊居住再生リング創出プロジェクト）

取り組み状況

④プロジェクトの概要



⑤ ＩｏＴ・ＩＣＴを活用した豊かなスマート関東の実現プロジェクト
取り組み状況



⑤ ＩｏＴ・ＩＣＴを活用した豊かなスマート関東の実現プロジェクト

首都圏における国土強靱化プロジェクト 取り組み状況

⑤プロジェクトの概要



（参考）首都圏広域地方計画とは

◆計画の概要

首都圏広域地方計画（平成28年3月策定）は、国土形成計画（平成27年8月策

定）を受け、首都圏における国土形成の方針、必要とされる主要な施策を定め、

新しい首都圏の実現に向けた地域の戦略を明らかにした概ね10年間の計画。

広域首都圏の安全・安心を確保しながら、東京の有する世界都市機能の強化を

図るとともに、面的に広がる交通ネットワークなどインフラのストック効果を最

大限に活用し、様々な方向にヒト・モノ・情報等が行き交う首都圏の構築を目指

した計画です。

計画エリアは、１都７県を一体とした区域を基本に、密接に関係する隣接４県

も含めた広域首都圏１都１１県とし、国の行政機関、経済団体等からなる首都圏

広域地方計画協議会により、計画の推進に取り組んでいます。

首都圏広域地方計画協議会

【国の地方行政機関】
警察庁 関東管区警察局長
総務省 関東総合通信局長
財務省 関東財務局長
厚生労働省 関東信越厚生局長
農林水産省 関東農政局長
林野庁 関東森林管理局長
経済産業省 関東経済産業局長
国土交通省 東北地方整備局長
国土交通省 関東地方整備局長
国土交通省 北陸地方整備局長
国土交通省 中部地方整備局長
国土交通省 関東運輸局長
国土交通省 東京航空局長
海上保安庁 第三管区海上保安本部長
環境省 関東地方環境事務所長
環境省 中部地方環境事務所長

【都 県】
○茨城県知事
栃木県知事
群馬県知事
埼玉県知事
千葉県知事
東京都知事
神奈川県知事
山梨県知事
福島県知事
新潟県知事
長野県知事
静岡県知事

【指定都市】
さいたま市長
千葉市長
横浜市長
川崎市長
相模原市長

※○印は協議会会長

【経済団体】
関東商工会議所連合会副会長

【市町村団体】
全国市長会関東支部長
関東町村会長
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◆経過

○平成１７年７月 「国土形成計画法」公布

○平成２０年７月 「国土形成計画」（閣議決定）

○平成２１年８月 「首都圏広域地方計画」（大臣決定）

○平成２６年７月 「国土のグランドデザイン2050」公表

○平成２７年８月 「国土形成計画」（閣議決定）

○平成２８年３月 「首都圏広域地方計画」（大臣決定）

○平成２９年６月 首都圏広域地方計画を「５つの広域連携プロジェクト」

として国土審議会に報告

首都圏以外の
広域首都圏

首都圏


